
分
析

１　施策目標
取組目標

人口増加やまちの変化に伴い区民ニーズが多様化・複雑化する中にあっても、未来を着実に捉え、効率的な区政運営を推
進します。また、区民にとって便利で質の高いサービスを提供します。

現状・取組状況

計画の実現に向けて

２ 効率的な区政運営と職員の育成

主管部長（課） 政策経営部長（企画課）

関係部長（課）

政策経営部長（広報広聴課、情報システム
課、DX推進課）、総務部長（総務課、職員
課、経理課、営繕課）、地域振興部長（地域
振興課）、区民部長（区民課、豊洲特別出張
所）、福祉部長（長寿応援課）、都市整備部長
（建築課、建築調整課、住宅課）、土木部長
（管理課）、教育委員会事務局次長（庶務課、
学校施設課、学務課）
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項目 単位 現状値
（元年度）

２年度 ３年度 ４年度

企画課

②職員数 人 2,715 2,692 2,683 2,647 2,659 2,709 企画課

③マイナポータルを活用した電子申請件数 件 53
（30年度）

23,017 1,343 3,388 14,932 情報システム課

13 職員課

⑤年次有給休暇の年間平均取得日数 日 15.5
（30年度）

15.0 15.6 17.1 17.8

④職員自己啓発助成件数 件 25
（30年度）

26 19 22

職員課

⑥男性職員の育児休業取得率 ％ 4.7
（30年度）

35.7 36.2 62.2 76.9 職員課

⑦自主企画調査実施人数 人 149
（30年度）

未実施 未実施 6 63 企画課

①事務事業改善方向は、「新規」が30（前年度比1減）、「レベルアップ」が120（前年度比12増）、「見直し」が10（前年度比6増）、
「廃止」が24（前年度比9減）となっている。
②6年度職員数は、前年度比50人増の2,709人となっている。
③5年度電子申請の件数は、転出入ワンストップサービスの件数増（前年度比11,099件増）等により増加した。また、児童手当の新
規申請、こども医療、保育施設等の現況届等でも前年度と比較して件数が増加している。
④5年度は4年度と比べ減少した。今後も引き続き、指定講座の見直しを図るとともに、周知方法に工夫を施し利用率向上に努め
る。
⑤「職員のしごと生活応援プラン」の周知の取り組みにより、4年度と比べ増となったが、同プランに掲げる目標値である18日からは
下回っている状況。引き続き、職員の休暇取得促進に向け取り組む。
⑥「職員のしごと生活応援プラン」の周知の取り組み等により、職員自身の意識改革および職場の理解が進み、近年は大幅に取
得率が向上している。
⑦新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの５類移行に伴い、4年ぶりに制限なしで実施したが、実施人数はコロナ
前に比べ約半数にとどまった。（元年度137人）

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 12,909,501千円

人件費 3,816,119千円 3,342,706千円 4,274,423千円 4,587,445千円

《参考》施策を取り巻く状況（社会状況／国・都の動向）

15,367,526千円 16,082,906千円 22,893,587千円

事業費 9,093,382千円 12,024,820千円 11,808,483千円 18,306,142千円

◆国は、令和元年12月に「デジタル手続法」、令和3年5月に「デジタル改革関連法」を制定し、また令和2年12月に「デジタル社会の
実現に向けた改革の基本方針」、「デジタル・ガバメント実行計画」、「自治体ＤＸ推進計画（令和6年4月改定）」、令和4年6月に「デジ
タル社会の実現に向けた重点計画」「デジタル田園都市国家構想基本方針」等の方針を策定し、デジタル社会の実現に向けた政策
を示した。また、都は令和3年4月に「東京デジタルファースト条例」を制定し、本条例に基づく「東京デジタルファースト推進計画」にお
いて、利用者視点に立った行政手続のデジタル化等に取り組むこととし、令和5年度には区市町村と共に東京全体のＤＸを推進する
「GovTech東京」を設立した。
◆令和７年度末 までに自治体情報システムの標準化・共通化及びガバメントクラウドへの移行が求められている。
◆インフラ資産や公共施設等の多くは高度経済成長期に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている。国は公共施設の
戦略的な維持管理・更新等の推進を目的に、平成25年11月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定した。
◆財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することを目的に、地方自治体に対し公共施設等総合管理
計画の策定を平成26年4月に要請し、併せて公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針を策定した。また同指針の改訂を平
成30年2月、令和4年4月に行った。
◆国は、「こども未来戦略方針」（令和５年６月策定）において、国・地方の公務員に係る男性の育児休業取得率の目標を引き上げ、２
０３０年までに８５％（２週間以上の取得率）とした。

① 事業数
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２　施策目標の達成に向けた具体的な取組方針
取組方針1 効率的な区政運営の推進

主な取組 外部評価総括の実施

取組内容

◆5年度は外部評価の最終年度であるため、3年間の外部評価総括を実施するとともに、「江東区長
期計画（後期）」の策定に向けた意見聴取を外部評価委員会の中で実施した。
◆施策評価シートの様式見直しにより、課題分析の深度化や、適切な方針の設定に努めた。

主な実施事業 長期計画進行管理事業

取組方針2 ICT利活用の推進

主な取組 ICT利活用ツールの導入及び拡充

取組内容
◆「江東区情報化推進プラン」の取り組み方針に基づき、RPAやAIなどのICT利活用ツールの導入や
利活用の拡充を図っている。

主な実施事業 電子自治体構築事業

取組方針3 窓口サービスの向上

主な取組 おくやみコーナーの開設

取組内容
◆死亡に関する手続き負担を軽減するため、ワンストップ窓口で行う「おくやみコーナー」を6年度後半
に開設予定である。

主な実施事業 －

取組方針4 公有財産の適切な管理と有効活用

主な取組 「江東区公共施設等総合管理計画」等に基づく公有財産の適正管理・有効活用の実施

取組内容

◆公共施設等の維持管理・更新等を推進するため、令和5年3月に改訂した「江東区公共施設等総合管理
計画」等に基づき、区有施設の計画的かつ効果的な保全・更新を着実に進めるとともに、区有地・区有施設
の有効活用を図るための検討に取り組んでいる。

主な実施事業 －

３　取組方針の実施状況

取組方針1 効率的な区政運営の推進

主管部長（課） 政策経営部長（企画課）

関係部長（課）

総務部長（総務課、職員課、経理課、営繕課）、地域振興
部長（地域振興課）、区民部長（区民課、豊洲特別出張
所）、都市整備部長（建築課、建築調整課、住宅課）、土木
部長（管理課）、教育委員会事務局次長（庶務課、学校施
設課、学務課）

取組方針5 職員の育成

主な取組 「江東区人材育成基本方針」に基づく職員の育成及び職員の意識改革・政策形成能力向上のきっかけづくり

取組内容

◆計画的な研修の実施や職員の自主的な調査・研究の促進により、新たな行政課題に対応できる職
員を育成している。また、職員に先進都市等の事例を直接見て、聞いて、体験する機会を与え、意識
改革や政策形成能力の向上に努めている。

主な実施事業 職員研修事業、職員自主企画調査事業

10,002,420千円 7,477,107千円 8,217,985千円

事業費 3,847,340千円 7,577,188千円 4,365,912千円 4,966,744千円

住民に身近な基礎自治体として真に行うべき業務を明確にするため、外部評価への区民参画など客観性を担保
した行政評価を活用し、施策及び事務事業の不断の見直しに取り組みます。その上で、社会情勢や区民ニーズ
に的確に対応した新規事業を実施していくとともに、新たな「行財政改革計画」に基づき業務委託や指定管理者
制度、PPP・PFI的手法を積極的に活用し、財政負担の軽減と区民サービスの向上を図ります。さらに、「定員適正
化計画」に基づき職員定数の適正化を図りつつ、機動的な組織体制を整備します。

取組コストの状況

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 6,613,796千円

◆「行政評価システム」による施策評価・事務事業評価の結果を踏まえ、「江東区長期計画」及び各事務事業の見直しを
行うなど、可能な限り予算へ反映するよう努めた。
◆外部評価委員会については、オンライン方式と対面方式を併用し開催することで、コロナ禍が落ち着いたあとでも利便
性向上に取り組み、区、区民、評価委員による建設的な議論ができる体制づくりに取り組んだ。
◆「江東区行財政改革計画」に基づき指定管理者制度を導入するとともに、保育所の調理や学校警備、学校・幼稚園用
務、きっずクラブの業務委託を積極的に進め、財政負担の軽減と区民サービスの向上を図った。

人件費 2,766,456千円 2,425,232千円 3,111,195千円 3,251,241千円

成果と課題
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取組方針2 ICT利活用の推進
主管部長（課） 政策経営部長（DX推進課）

関係部長（課） 政策経営部長（情報システム課）

3,807,272千円 6,340,593千円 8,519,362千円

事業費 4,292,519千円 3,626,075千円 6,092,683千円 8,177,542千円

労働力不足による職員数の減少など将来的に懸念される厳しい環境下においても持続可能な行政サービスが提
供できるよう、「江東区情報化推進プラン」の下、情報システム部門の情報政策機能の強化を図りつつ、RPAやAI
などのICT を活用し定型業務の自動化や事務作業の効率化を進め、職員は企画立案業務など職員でなければ
できない業務に注力していきます。

取組コストの状況

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 4,499,133千円

◆「江東区情報化推進プラン」の方針に基づき5年度については、SaaS型電子申請サービスを利用したオンライン手続メ
ニューの拡充やAIチャットボットの導入、Microsoft365の試行導入、行政情報分析基盤システムの構築などICTを利活用
し、DXを推進した。
◆6年度以降についても業務改善や事務の効率化、区民サービスの向上の視点からICTを利活用したDXを検討し、早
期に実現可能で、高い効果を見込める業務を対象とした具体的な取り組みを進めていく必要がある。

取組方針3 窓口サービスの向上
主管部長（課） 政策経営部長（企画課）

関係部長（課） 区民部長（区民課、豊洲特別出張所）

人件費 206,614千円 181,197千円 247,910千円 341,820千円

成果と課題

1,382,638千円 1,681,681千円 1,795,759千円

事業費 819,321千円 721,576千円 854,610千円 905,356千円

区民サービスの基本である窓口サービスでの区民満足度向上を図るため、民間委託の一層の推進や窓口サービ
スの質の向上に全庁的に取り組みます。また、行政手続の簡略化・電子化等、行政サービスの一層の向上に努
めていきます。

取組コストの状況

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 1,576,309千円

◆戸籍法の改正により、本籍地以外での戸籍謄本の取得が可能となり、区民の利便性向上に寄与した。
◆転出入ワンストップサービスについて、転入届の受付窓口が、庁舎と豊洲特別出張所の2箇所から全出張所に拡大し
た。

取組方針4 公有財産の適切な管理と有効活用
主管部長（課） 政策経営部長（企画課）

関係部長（課） 総務部長（経理課、営繕課）、福祉部長（長寿応援課）

人件費 756,988千円 661,062千円 827,071千円 890,403千円

成果と課題

89,161千円 468,706千円 4,248,527千円

事業費 77,801千円 56,014千円 438,088千円 4,201,131千円

将来の人口動向や施設需要を見据え、「江東区公共施設等総合管理計画」等に基づき区有施設の維持管理・更
新・長寿命化・統廃合などを総合的かつ計画的に行い、財政負担の軽減・平準化と施設の最適な配置を実現し
ます。また、新たな行政需要に対応した施設整備を実現するため、区有地・区有施設の有効活用を図るとともに、
民間活力の活用などあらゆる手法を検討しながら区民ニーズに合った施設整備を進めます。

取組コストの状況

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 115,911千円

◆4年度は、社会環境の変化を踏まえつつ、公共施設等の現状・将来分析を実施した上で施設類型毎の利用状況と方
向性を整理し、「江東区公共施設等総合管理計画」を改訂した。
◆感染症対策と社会経済活動の両立を図る観点から、新型コロナウイルス感染症の影響により、3年度当初予算編成に
おいて「江東区長期計画」に掲げる「施設整備・改修計画」の一部先送り及び休止とした施設について、5年度当初予算
編成において再計画化を実施した。
◆人口の増加が進む一方、乳幼児の人口減少や、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後の社会情勢等にも注
視しながら、引き続き必要な公共施設の整備や既存施設の改修を進める必要がある。

人件費 38,110千円 33,147千円 30,618千円 47,396千円

成果と課題
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４　一次評価《主管部長による評価》

５　二次評価《区の最終評価》 ※４年度の外部評価結果を反映した評価について太字で表記してあります。

取組方針5 職員の育成
主管部長（課） 総務部長（職員課）

関係部長（課） 政策経営部長（企画課、広報広聴課）

「江東区人材育成基本方針」に基づく計画的な研修の実施や、職員による自主的な調査・研究の促進、職員の
国や他の地方公共団体等への派遣により、広い視野と「意欲・スピード・思いやり」を持って新たな行政課題を解
決できる職員を育成するとともに、公務員としての倫理意識の徹底を図ります。また、働き方改革については、フ
レックスタイムの導入やペーパーレス会議などの取り組みを進め、併せて長時間労働の是正を図り、職員が健康
で能力を発揮できる組織づくりを進めます。

取組コストの状況

種別 5年度予算 5年度決算 6年度予算 7年度予算

トータルコスト 104,352千円

人件費 47,951千円 42,068千円 57,629千円 56,585千円

成果と課題

86,035千円 114,819千円 111,954千円

事業費 56,401千円 43,967千円 57,190千円 55,369千円

総評
◆目標達成に向けた現状・取組状況については順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調で
あると言える。
◆今後も取組目標の実現に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

実現に向けた
取り組み

◆「江東区長期計画（後期）」において、外部評価及び区民意見を反映しながら施策及び事務事業の
見直しを図るとともに、「江東区行財政改革計画」に基づき業務委託や指定管理者制度、PPP・PFI手
法の積極的な活用に努める。

◆効率的な行政運営及び質の高い行政サービス提供のため、引き続きRPAやAIなどＩＣＴの積極的な
利活用を推進するとともに、今年度策定する「DX推進計画」の下、庁内におけるDXを加速化してい
く。

◆多様化・複雑化する区民ニーズを的確に捉え、窓口サービスのデジタル化などICTの活用を推進
し、より丁寧で分かりやすい、区民の立場に立ったサービスの提供に努める。

◆原油価格・物価高騰、建設業界における人材不足等の社会環境の変化等を注視しながら、「江東
区公共施設等総合管理計画」に基づき、適切な公共施設の維持管理・更新に努める。

◆研修のオンライン化・オンデマンド化や、リモートワーク活用の検討をさらに進めるなど、ICTを積極
的に活用しながら、引き続き「江東区人材育成基本方針」及び「職員のしごと生活応援プラン」に基づ
く働き方改革を進める。

◆「江東区人材育成基本方針」に基づき、職場におけるOJTや自己啓発の機会の提供など、職員の能力開発を推進す
るとともに、専門的な人材や多様な人材の確保・育成策について検討を進めていく。
◆職員の自主企画調査・研究活動については、新型コロナウイルス感染症の影響による未実施や限定的実施などを経
て、5年度は４年ぶりに制限なしで実施した。

総評 ◆区の取り組みは概ね順調に推移している。

今後の方向性

◆3年間実施した外部評価の総括及び計画策定に向け聴取する意見を踏まえ、「江東区長期計画
（後期）」の策定を行う。
◆5年3月に改訂した「江東区公共施設等総合管理計画」等に基づき、6年度末に予定する「江東区長
期計画（後期）」の策定に向けて、財政負担の軽減・平準化を図るとともに、利活用促進や最適配置等
の実現を図っていく。
◆自治体情報システム標準化の対応を進めるとともに、ICTの利活用等により業務改善・事務の効率
化・区民サービスの向上に努める。
◆マイナンバーカードの普及に伴い、引き続き、マイナポータルサイトの利用促進とオンライン上で各
種申請や手続きを行える環境整備を推進し、電子申請件数の増加を図っていく。
◆「職員のしごと生活応援プラン」に基づく取り組みを着実に進めていく。
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